
令和５年度改正（概要）

今回改正する細則（６種類）

①地籍調査事業工程管理及び検査規程細則
②２項委託に関わる地籍調査事業工程管理及び検査規程細則
③地籍調査事業（街区境界調査）工程管理及び検査規程細則
④２項委託に係る地籍調査事業（街区境界調査）
工程管理及び検査規程細則

⑤地籍調査事業（航測法による地籍調査）
工程管理及び検査規程細則

⑥２項委託に係る地籍調査事業（航測法による地籍調査）
工程管理及び検査規程細則

「工程管理及び検査規程細則」について、 下記所要の改正を行う。
・実運用を踏まえた規定の適正化
・公共測量の作業規程の準則の一部改正（令和５年３月３１日一部改正）を
踏まえた用語・計算式の修正

・その他、表現の適正化等

改正概要

（主な改正事項）
１，細部放射点の点検測量に係る留意事項として、以下を記載
「ただし、放射点の点検測量を最初の観測に続けて実施する場合は、ＦⅠ３工程で
実施するものとする。なお、この場合の点検測量の数量については、多角測量法
とまとめてＦⅠ５で数えるものとする。」

２，点検測量の精度管理表の点検（Ｃ６及びＤ６、ＦⅠ５）
「精度管理表の全数について点検」
→「点検測量に関する精度管理表の全数について点検」に修正

３，ＦⅠ工程とＦⅡ－１工程を同時に実施した場合に、実施者検査はＦⅡ－１工程で
まとめて実施できるよう改正

４，２項委託の受託法人検査及び委託者検査の省略を改めて規定
２項委託は第三者機関による測量成果の検定受検が必須のため、下記の通り精度管理表
の全数検査までは行わない改正
・受託法人検査（Ｃ８及びＤ８、ＦⅠ７）
・委託者検査 （Ｃ９及びＤ９、ＦⅠ８）
精度管理表の検査は「点検測量に関するもの」に統一



７，別葉ＦⅡ－１と別葉ＦⅡ－２の 両方に筆界点成果簿の欄を作成
・令和２年度の準則改正で、筆界点成果簿はＦⅡ－２工程で作成する成果となったが、
ＦⅡ－１工程で作成した場合にも対応

・また筆界点成果簿については、ＦⅡ－１工程で作成した場合は、別葉ＦⅡ－１に
枚数等を記入するため、別葉ＦⅡ－２には記入しない事を記載要領に追記

５，別葉Ｃ～Ｈの記載要領
計画面積は、k㎡を単位とし小数点以下第２位まで（小数点以下第３位切り捨て）追記

６，別葉Ｃ 点検測量（Ｃ６）
Ｃ工程の主流がＧＮＳＳ測量になっており点検数量の単位「点」→「辺」に統一

８，実施者検査及び認証者検査の辺長検査の追記
・辺長検査はＲ２年度の改正でＦⅡ－２工程で実施する工程となったが、ＦⅡ－１工程で
の実施も規定することで、ＦⅡ－１及びＦⅡ－２のいずれかの工程での実施を可能とする

改定前・・・実施者検査（ＦⅡ－２４）及び認証者検査（ＦⅡ－２５）
【新規】・・・実施者検査（ＦⅡ－１４）及び認証者検査（ＦⅡ－１５）

・別葉ＦⅡ－１に辺長検査を追加
ＦⅡ－１工程で辺長検査を実施した場合は、別葉ＦⅡ－１に抽出筆数等を記入するため、
別葉ＦⅡ－２には記入しない事を記載要領に追記



９，Ｈ工程 閲覧（Ｈ５）の留意事項として以下を記載（令和２年度に削除された条文）
「閲覧の実施に当たっては、調査成果の確認が得られるよう所要の措置をするものと
する」

１０，街区境界調査 別葉ＧＨ、閲覧根拠となる条文の修正
「法第17条第1項」→「法第21条の2第3項」

（街区境界調査成果に係る特例）法第21条の2第3項

地方公共団体又は土地改良区等は、第一項の規定に基づき地図及び簿冊を作
成したときは、遅滞なく、その旨を公告し、同項の調査及び測量が行われた市
町村の事務所において、その公告の日から二十日間当該地図及び簿冊を一般の
閲覧に供しなければならない。

（航測法のみに関連する主な改正事項）
１，令和５年３月31日付で公共測量の作業規程の準則が一部改正された事による
文言統一等
・ＧＮＳＳ／ＩＭＵ調整計算成果表 → 削除
・ＧＮＳＳ／ＩＭＵ計算精度管理表 → ＧＮＳＳ／ＩＭＵ解析結果精度管理表
・撮影記録 → 撮影記録簿
・航空レーザ計測記録 → 航空レーザ計測記録簿
・コース間点検箇所残差表 → コース間点検精度管理表

２，その他、用語の修正等
・筆界の確認事実の有無 → 筆界の確認事実の記録の有無
・１パーセント以上の照合検査 → １パーセント以上の照合点検
・筆界点座標値の計算及び点検 → 筆界点座標値の計測及び点検
・筆界点座標値の計算及び点検 → 筆界点座標値の計測及び点検
・観測及び測量（一筆地測量） → 観測及び測定（一筆地測量）
・航空測量「新点数 点」 → 航空測量「一式」
・調整用基準点調査票 → 調整用基準点調査表


